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国が TPP から離脱する状況になったものの、現在検討が進められている TPP
（Trans-Pacific Partnership、Trans-Pacific Strategic Economic Partnership 
Agreement、環太平洋戦略的経済連携協定）をはじめとする国際取引ルールの
整備により、世界的規模での経済のグローバル化が加速度的に進展しているこ

















































































































通、第一生命保険を含む 30 の企業・団体は 21 日、LGBT が働きやすい職場をつ








































































































1 EEOC（Equal Employment Opportunity Commission）雇用機会均等委員会。
人種、宗教、性別などのあらゆる雇用差別を防止するための行政活動をする米政


































































































図 1-3-1 ダイバーシティに対する 4 つのステージ 













































































第一段階は、1960 年代から 1970 年代にかけての公民権運動・女性運動の時



















































た」としている。６谷口（2008）によると Valuing Diversity 活動は、1990 年























































































2 雇用機会均等法（EEO；equal employment opportunity）とは、年齢・エイズ・
アルコール中毒歴者・身障者・退役軍人などに対する雇用差別を禁止する規定を
指す。また、雇用機会均等委員会（EEOC）：Equal Employment Opportunity 
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5 谷口真美（2005）「組織におけるダイバーシティ･マネジメント」日本労働研究雑
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1 荒金雅子（2013）『多様性を活かすダイバーシティ経営 基礎編』p.73 


















き方の未来 2035」（厚生労働省報告書 2016）は、「2035 年には世界の人口が























図表 3-1-1 高齢者の推移と将来設計 



















図 3-2-1 労働力人口及び労働力人口総数に占める女性割合の推移 
出所：厚生労働省『平成 27 年版働く女性の実情』 
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/josei-jitsujo/dl/15b.pdf）（平成 29 年 1 月 29 日閲覧） 
 
 
図 3-2-2 共働き世帯数の推移 
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